
令和年月日 木曜日 (号外特第号)官 報
（
前
の
ペ
ー
ジ
よ
り
続
き
）

〇
法
人
税
法
施
行
規
則
第
五
十
九
条
第
三
項

（
同
令
第
二
十
六
条
の
三
第
二
項
、
第
六

十
二
条
及
び
第
六
十
七
条
第
三
項
に
お
い

て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
基

づ
き
、
法
人
税
法
施
行
規
則
第
八
条
の
三

の
十
第
三
項
（
同
令
第
二
十
六
条
の
三
第

四
項
及
び
第
三
十
七
条
の
三
の
二
第
三
項

に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）及
び

第
五
十
九
条
第
三
項
（
同
令
第
二
十
六
条

の
三
第
三
項
、第
二
十
六
条
の
五
第
二
項
、

第
三
十
七
条
の
三
の
二
第
四
項
、
第
六
十

二
条
及
び
第
六
十
七
条
第
三
項
に
お
い
て

準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）に
規
定
す
る
保

存
の
方
法
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す

る
件
（
財
務
九
六
）

〇
登
録
免
許
税
法
別
表
第
二
独
立
行
政
法
人

の
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
自
己
の
た
め
に

受
け
る
登
記
等
に
つ
き
登
録
免
許
税
を
課

さ
な
い
独
立
行
政
法
人
を
指
定
す
る
件
及

び
登
録
免
許
税
法
別
表
第
三
の
十
九
の
二

の
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
自
己
の
た
め
に

受
け
る
登
記
等
に
つ
き
登
録
免
許
税
を
課

さ
な
い
独
立
行
政
法
人
等
を
指
定
す
る
件

の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
九
七
）

〇
輸
出
統
計
品
目
表
及
び
輸
入
統
計
品
目
表

を
定
め
る
等
の
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
九
八
）

〇
国
税
庁
長
官
の
権
限
に
属
す
る
事
務
の
一

部
を
国
税
局
長
及
び
税
務
署
長
に
取
り
扱

わ
せ
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
国
税
庁
一
五
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
国
税

庁
長
官
が
定
め
る
者
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
同
一
六
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

第
五
条
第
三
項
第
四
号
に
規
定
す
る
国
税

庁
長
官
が
定
め
る
添
付
書
面
等
を
定
め
る

件
の
一
部
を
改
正
す
る
件
（
同
一
七
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

第
五
条
第
四
項
、
法
人
税
法
施
行
規
則
第

三
十
六
条
の
三
の
二
第
六
項
及
び
第
三
十

七
条
の
十
五
の
二
第
六
項
、
地
方
法
人
税

法
施
行
規
則
第
八
条
第
六
項
並
び
に
消
費

税
法
施
行
規
則
第
二
十
三
条
の
四
第
五
項

の
規
定
に
基
づ
き
国
税
庁
長
官
が
定
め
る

フ
ァ
イ
ル
形
式
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
同
一
八
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

第
五
条
第
三
項
第
三
号
に
規
定
す
る
国
税

庁
長
官
が
定
め
る
添
付
書
面
等
及
び
国
税

庁
長
官
が
定
め
る
も
の
を
定
め
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
同
一
九
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

第
五
条
第
五
項
に
規
定
す
る
国
税
庁
長
官

が
定
め
る
添
付
書
面
等
を
定
め
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
〇
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

第
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
国
税
庁

長
官
が
定
め
る
申
請
等
を
定
め
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
同
二
一
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

第
五
条
の
二
第
一
項
に
規
定
す
る
国
税
庁

長
官
の
定
め
る
基
準
を
定
め
る
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
同
二
二
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

第
五
条
第
一
項
第
二
号
に
規
定
す
る
国
税

庁
長
官
が
定
め
る
措
置
を
定
め
る
件

（
同
二
三
）

〇
平
成
三
十
一
年
総
務
省
告
示
第
百
四
十
八

号
（
地
方
税
法
施
行
規
則
第
二
十
四
条
の

三
十
九
第
五
項
第
二
号
ニ
の
規
定
に
基
づ

き
、
総
務
大
臣
が
定
め
る
も
の
を
定
め
る

件
）
の
一
部
を
改
正
す
る
件（
同
一
一
九
）

〇
平
成
二
十
五
年
総
務
省
・
農
林
水
産
省
・

国
土
交
通
省
告
示
第
二
号
の
一
部
を
改
正

す
る
件

（
総
務
・
農
林
水
産
・
国
土
交
通
二
）

〇
特
定
高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム

の
開
発
供
給
及
び
導
入
の
促
進
に
関
す
る

法
律
第
二
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
く
特
定

高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム
の
適

切
な
提
供
及
び
維
持
管
理
並
び
に
早
期
の

普
及
に
特
に
資
す
る
も
の
と
し
て
経
済
産

業
大
臣
及
び
総
務
大
臣
が
定
め
る
基
準
の

一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
総
務
・
経
済
産
業
四
）

〇
特
定
高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム

の
開
発
供
給
及
び
導
入
の
促
進
に
関
す
る

法
律
第
二
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
く
特
定

高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム
を
構

成
す
る
上
で
重
要
な
役
割
を
果
た
す
も
の

と
し
て
経
済
産
業
大
臣
及
び
総
務
大
臣
が

定
め
る
も
の
の
一
部
を
改
正
す
る
告
示

（
同
五
）

〇
特
定
高
度
情
報
通
信
技
術
活
用
シ
ス
テ
ム

の
開
発
供
給
及
び
導
入
の
促
進
に
関
す
る

法
律
第
二
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
く
主
務

大
臣
の
確
認
に
関
す
る
手
続
の
一
部
を
改

正
す
る
告
示
（
同
六
）

〇
畜
舎
等
に
係
る
基
準
の
特
例
の
細
目
を
定

め
る
件
（
消
防
庁
二
）

〇
内
国
税
の
適
正
な
課
税
の
確
保
を
図
る
た

め
の
国
外
送
金
等
に
係
る
調
書
の
提
出
等

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
同
二
七
）

〇
電
子
計
算
機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税

関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に

関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
同
二
八
）

〇
租
税
特
別
措
置
の
適
用
状
況
の
透
明
化
等

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
（
同
二
九
）

〇
東
日
本
大
震
災
の
被
災
者
等
に
係
る
国
税

関
係
法
律
の
臨
時
特
例
に
関
す
る
法
律
施

行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
同
三
〇
）

〇
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
等
の
影
響

に
対
応
す
る
た
め
の
国
税
関
係
法
律
の
臨

時
特
例
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部

を
改
正
す
る
省
令
（
同
三
一
）

〇
国
税
質
問
検
査
章
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
同
三
二
）

〇
国
税
関
係
法
令
に
係
る
情
報
通
信
技
術
を

活
用
し
た
行
政
の
推
進
等
に
関
す
る
省
令

の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
同
三
三
）

〇
法
人
税
法
施
行
規
則
等
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

（
同
三
四
）

〇
勤
労
者
財
産
形
成
促
進
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
（
厚
生
労
働
七
二
）

〇
流
通
業
務
の
総
合
化
及
び
効
率
化
の
促
進

に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令

（
農
林
水
産
・
経
済
産
業
・
国
土
交
通

一
）

〔
告

示
〕

〇
運
輸
事
業
の
振
興
の
助
成
に
関
す
る
法
律

施
行
規
則
第
二
条
の
規
定
に
基
づ
き
令
和

四
年
度
分
の
運
輸
事
業
振
興
助
成
交
付
金

の
基
準
額
の
算
定
に
用
い
る
数
値
を
定
め

る
件
（
総
務
一
一
五
）

〇
平
成
三
十
一
年
総
務
省
告
示
第
百
四
十
一

号
（
地
方
税
法
施
行
規
則
第
二
十
四
条
の

三
十
九
第
四
項
の
規
定
す
る
総
務
大
臣
の

指
定
す
る
方
法
を
定
め
る
件
）
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
一
一
六
）

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
第
三
条
の
三
の
二
第

三
項
、
第
五
条
の
二
第
三
項
、
第
十
条
第

五
項
、
第
十
条
の
二
の
八
第
三
項
及
び
第

二
十
四
条
の
三
十
九
第
三
項
に
規
定
す
る

情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
お
け
る
安
全

性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要

な
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
一
七
）

〇
平
成
三
十
一
年
総
務
省
告
示
第
百
四
十
七

号
（
地
方
税
法
施
行
規
則
第
二
十
四
条
の

三
十
九
第
一
項
第
十
五
号
に
規
定
す
る
総

務
大
臣
が
定
め
る
も
の
を
定
め
る
件
）
を

廃
止
す
る
件
（
同
一
一
八
）
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